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労働力不足を解決するために

　農水省の農林業センサスによると、
基幹的農業従事者数は減少を続け、か
つ高齢化が進展しています（図１）。
また、日本農業法人協会「2022年度 
農業法人白書」によると、農家が認
識する課題のなかで労働力不足は資
材コストに次いで２番目に挙げられ
ています（図２）。これらの課題を解
決するため、全農では、ブロック別
労働力支援協議会、それらをとりま
とめる全国労働力支援協議会を設立
し、労働力支援に関する各県の取り
組み状況やノウハウを共有していま
す。
　労働力不足を補うには、①生産者
がパートやアルバイトなどで人を雇
う②農作業を委託する、などの方法
があります。生産者が人を雇うこと
については、法令遵守はもちろん、求
人募集や雇用契約書の作成、また給
与支払いにともなう源泉徴収票の作

成、さらには労働者に安心して働き
たいと思ってもらえるよう、社会保
険や安全配慮、働きやすい環境をつ
くっていく必要があります。

農家向けのガイドブック作成

　これまで、農業生産者向けに特化
したパートタイムの雇用に関するガ
イドブックはほとんどありませんで
したが、2022年、㈱農協観光により

「農家さんのための短期労働力をパー
トタイムで雇うためのガイドブック」

（監修：全中）が作成されました。
　このガイドブックは、短期労働力
をパートタイムで雇いたい農家向け
の内容となっており、労務管理の必
要性に合わせて雇用準備か
ら現場で活躍してもらうま
での流れをわかりやすく説
明しています。また、生産
者だけではなく、ＪＡ担当
者も理解しやすい内容とな
っています（表１）。

　人口減少により、今後は農業だけ
でなく、さまざまな産業で人手不足
が進むと予想されます。求職者・作
業者から選ばれる職場になれるよう、
ＪＡグループでは、このガイドブッ
クを利用した研修も行っています。
 【全農　耕種総合対策部　TAC・営農支援課】

「農家さんのための短期労働力を
パートタイムで雇うための
ガイドブック」のご紹介
雇用準備から現場で活躍してもらうまでの
流れをわかりやすく説明
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平均年齢
基幹的農業従事者数
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63.4％資材コスト

53.6％労働力
37.2％農産物の販売価格

36.7％価格転嫁ができない

32.6％流通コスト

31.5％人材の定着

20.6％資金調達

18.8％国内販路の開拓

18.4％経営継承

18.0％基盤整備
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図１　基幹的農業従事者数は減少傾向かつ高齢化が進展
	 出典：農水省「農林業センサス」

第1章　雇用準備編 人を雇うための注意事項
＜労働基準法、労働条件通知書、作業分解、人件費＞

第2章　求人活動編 求職者に魅力を伝える求人募集
＜求人票、チラシ、求職者像、求人条件、求人媒体＞

第3章　採用編 応募者が安心して働きたいと思える対応
＜応募対応、面接、採用通知、雇用契約、労災保険＞

第4章　現場編 気持ちよく働いてもらうための農業版働き方改革
＜就業規則、法定三帳簿、給与明細、源泉徴収票他＞

第5章　福利厚生・安全衛生編 ベテランを育てる環境づくり
＜手当や従業員サービス、労働保険、社会保険他＞
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表１　ガイドブックの内容

図２　農家が認識する課題のなかで労働力不足は第２位
	 出典：日本農業法人協会「2022年度	農業法人白書」
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